[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2]様式第１号（第５、第６、第７及び第８関係）
[bookmark: OLE_LINK3][bookmark: OLE_LINK4][bookmark: OLE_LINK6][bookmark: OLE_LINK7][bookmark: OLE_LINK10][bookmark: OLE_LINK11][bookmark: OLE_LINK12][bookmark: OLE_LINK13]いきいき農村基盤整備計画（事業達成状況報告・事業成果報告）
	[bookmark: OLE_LINK14][bookmark: OLE_LINK16][bookmark: OLE_LINK39][bookmark: OLE_LINK40][bookmark: OLE_LINK26][bookmark: OLE_LINK27][bookmark: OLE_LINK28][bookmark: OLE_LINK29][bookmark: OLE_LINK30][bookmark: OLE_LINK43][bookmark: OLE_LINK44][bookmark: OLE_LINK45][bookmark: OLE_LINK50][bookmark: OLE_LINK51]地区名
	事業実施主体
	関係市町村名
	地域振興法指定地域等

	
	
	
	

	「農業・農村の維持・発展」に向けた取組方針
	

	事業実施期間
	

	基盤整備の概要
	（受益面積）
ha
	（受益者数）
人
	（工種）


	基　盤　整　備　の　計　画

	区分
	事業種類
	事業の概要
(ha、ｍ)
	工種
	事業費
（千円）
	年度計画

	
	
	
	
	
	Ｒ
	Ｒ
	Ｒ
	Ｒ
	Ｒ

	定額補助
	(1) 田の区画拡大
（水路の変更を伴わないもの）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(2) 田の区画拡大
（水路の変更を伴うもの）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(3) 畑の区画拡大
（水路の変更を伴わないもの）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(4) 畑の区画拡大
（水路の変更を伴うもの）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(5) 暗渠 (きょ)排水
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(6) 湧水処理
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(7) 末端畑地かんがい施設
（施行場所が樹園地に限る）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(8) 末端畑地かんがい施設
（樹園地を除く）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(9) 客土の搬入及び整地
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(10)石礫 (れき)の除去
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(11) 更新整備
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(12) 耕作放棄防止（発生防止）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(13) 耕作放棄防止（土壌改良）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(14) ｽﾏｰﾄ農業普及啓発・試行支援
	
	
	
	
	
	
	
	

	定率補助
	(15) 暗渠 (きょ)排水
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(16) 農作業道等
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(17) 区画整理
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(18) 農用地の保全
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(19) 農業用用排水施設
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(20) 土層改良
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(21) ｽﾏｰﾄ農業導入支援
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(22) 特認事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	

	費用負担の方法
	

	予定管理者・管理方法
	

	農地の高度化利用計画
（平地地域の場合）
	

	農地集積の計画
（平地地域の場合）
	

	その他必要な事項
	



注:1) いきいき農村基盤整備事業計画には、施工位置、受益面積（施工対象の耕地面積）を記した図面、現況写真及び受益者を確認できる資料を添付すること。（別表の事業(14)スマート農業普及啓発・試行支援の先進地研修を実施する場合を除く。）
2) 事業達成状況報告には、様式１添付資料１を添付すること。（別表の事業(14)スマート農業普及啓発・試行支援の先進地研修を実施する場合を除く。）
3) 事業成果報告には、様式１添付資料６を添付すること。（別表の事業(14)スマート農業普及啓発・試行支援を実施する場合を除く。）
4) 別表の事業(9)客土、別表の事業(10)石礫 (れき)除去を行う際には、様式１添付資料３を事業計画と事業達成状況報告に添付すること。
5) 別表の事業(14)スマート農業普及啓発・試行支援の先進地研修を行う際には、様式１添付資料４を事業計画と事業達成状況報告に添付すること。
6) 別表の事業(14)スマート農業普及啓発・試行支援のスマート農業機器レンタル、及び(21)スマート農業導入支援（ただし、法面緩傾斜化、ターン農道等を除く。）を行う際には、様式１号添付資料５を事業計画に、様式１号添付資料５及び様式１号添付資料７を事業達成状況報告に添付すること。
7) いきいき農村基盤整備計画の変更及び実施結果の報告は、変更前後が容易に比較対照できるよう二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。
8) 整備した農地を集積する場合は、その内容を記載すること。
9) 平地地域で実施する場合は、農地の高度化利用計画（高収益作物の導入等）又は農地集積の計画のいずれかについて、計画概要を記載すること。
10) その他必要な事項には、各市町村で策定しているふるさと振興総合戦略や地域計画との関わりを記載すること。
11) 様式第２号、様式第４号、様式第６号及び様式第７号に添付すること。




























様式第１号添付資料１［略］
[bookmark: OLE_LINK8][bookmark: OLE_LINK31][bookmark: OLE_LINK17][bookmark: OLE_LINK18]様式第１号添付資料２
【事業達成状況報告】
	[bookmark: _Hlk216960771][bookmark: OLE_LINK19][bookmark: OLE_LINK15][bookmark: OLE_LINK33][bookmark: OLE_LINK37][bookmark: OLE_LINK46][bookmark: OLE_LINK47][bookmark: OLE_LINK48][bookmark: OLE_LINK49]事業種類
	工種
	事業費（千円）

	
	
	定額補助単価
	受益（施工）面積
又は施工延長
（ha、ｍ）
	定額補助額
（千円）

	(1) 田の区画拡大(水路の変更を伴わないもの)
	
	万円／10a
（　    千円／ha）
	
	

	(2) 田の区画拡大（水路の変更を伴うもの）
	
	万円／10a
（　    千円／ha）
	
	

	(3) 畑の区画拡大(水路の変更を伴わないもの)
	
	万円／10a
（　    千円／ha）
	
	

	(4) 畑の区画拡大(水路の変更を伴うもの)
	
	万円／10a
（　    千円／ha）
	
	

	(5) 暗渠 (きょ)排水
	
	万円／10a
（　    千円／ha）
	
	

	(6) 湧水処理
	
	万円／100m
（   千円／100m）
	
	

	(7) 末端畑地かんがい施設の整備（施行場所が樹園地に限る）
	
	万円／10a
（      千円／ha）
	
	

	(8) 末端畑地かんがい施設の整備（樹園地を除く）
	
	万円／10a
（      千円／ha）
	
	

	(9) 客土の搬入及び整地
	
	万円／10a
（      千円／ha）
	
	

	(10) 石礫 (れき)の除去
	
	万円／10a
（      千円／ha）
	
	

	(11) 更新整備

	
	万円／10m
（  　 千円／10m）
	
	

	(12) 耕作放棄防止
（発生防止）
	
	万円／10a
（　　　千円／ha）
	
	

	(13) 耕作放棄防止
（土壌改良）
	
	万円／10a
（　　　千円／ha）
	
	

	(14) ｽﾏｰﾄ農業普及啓発・試行支援
	
	万円／地区
（　　千円／地区）
	
	





[bookmark: OLE_LINK9][bookmark: OLE_LINK34][bookmark: OLE_LINK38]【事業達成状況報告】（続き）
	事業種類
	工種
	事業内容
	事業費（千円）

	
	
	
	事業費
（千円）
	定率補助率
（％）
	定率補助額
（千円）

	(15) 暗渠 (きょ)排水
	
	
	
	
	

	(16) 農作業道等
	
	
	
	
	

	(17) 区画整理
	
	
	
	
	

	(18) 農用地の保全
	
	
	
	
	

	(19) 農業用用排水施設
	
	
	
	
	

	(20) 土層改良
	
	
	
	
	

	(21) ｽﾏｰﾄ農業導入支援
	
	
	
	
	

	(22) 特認事業
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


※　受益面積のうち１ａ未満の面積及び施工延長のうち１ｍ未満の部分を切り捨てるものとする。
※　暗渠 (きょ)排水に関して、農地の区画の形状等により吸水渠 (きょ)（本暗渠 (きょ)管）の間隔（Ｌ）が10ｍ以上となる場合には、下式により受益面積（Ａ）を割り引いて補助額を算出するものとする。
　　補助額＝Ａ×10／Ｌ×補助単価










[bookmark: OLE_LINK32]様式第１号添付資料３～６［略］

様式第１号添付資料7
財　　　産　　　管　　　理　　　台　　　帳

	地区名　　　　　　　　　　　地区
	事業実施年度
	○○　年度
	補助事業名
	
	

	事 業
種 類
	事　業　の　内　容
	工　期
	経　費　の　配　分
	処分制限期間
	処分の状況
	摘要

	
	事業種目
(事業細目)
	事業主体
	工種構造
施設区分
	施工箇所
又は
設置場所
	事業量
	着工
年月日
	竣工
年月日
	総事業費
	負　　担　　区　　分
	耐用
年数
	処分制限年 月 日
	承認
年月日
	処分の内　容
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	国庫
補助金
	都道
府県費
	市町
村　費
	その他
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業実施主体名　　　　　　　　　
注１ 処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。
２ 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。
３ 摘要欄には、譲渡先、交換先、貸し付け先、抵当権等の設定権者の名称、補助金返還額等を記入すること。
４ この様式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができるものであること。


様式第２～７号［略］
参考様式第１～３号［略］
